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今年の 9 月は記録的

高温だった。「地球沸騰

の時代」と言われ、温暖

化対策は待ったなしだ。

そんな中で,わが国では

旧態依然の大規模開発

が実施・計画されている。

沖縄の辺野古新基地、リ

ニア中央新幹線、明治神

宮外苑再開発、大阪湾の

夢洲開発など。夢洲開発

の厳しい現実に焦点を

あてよう。 

大阪湾の人工島・夢洲

は、廃棄物・土砂で埋め

立てられ軟弱地盤だが、

開発の嵐で今にも沈み

そうだ。ここで 2025 年

万博が予定されている

が、開催まで 1 年半後と

いうのに、準備が大幅に

遅れている。その象徴が

海外パビリオン建設の

遅れだ。建設が始まった

国はまだない。広い会場

予定地は閑散としてい

る。岸田首相は 8 月末、

「万博の準備は極めて

厳しい状況だ」と指摘し、

政府主導で推進する意

向を表明したが、果たし

て間に合うのか。 

問題は開催準備の遅

れだけでない。万博会場

の建設費、運営費の上振

れも大問題だ。建設費は

18 年の誘致決定時 1250

億円、20 年に会場デザ

イン変更などで 1850 億

円、さらに 2 度目の計画

修正で 2350 億円になる

という。東京五輪と同じ

ような展開だ。朝日 10

月 1 日社説も「万博の経

費増 国民にツケを回す

のか」「万博開催の是非

が問われている深刻な

事態」と警鐘を鳴らす。 

大阪府と事業者は 9

月 28 日、IR カジノ実施

協定を締結。夢洲の万博

会場隣に、2030 年に IR

カジノを開業する計画

だ。事業者の要求により、

3 年後まで違約金なし

で撤退できる「解除権」

を認め、夢洲の地盤沈下

対策などで、事業者は最

終決定を先延ばし。こん

な曖昧な実施協定を認

めた国の責任が問われ

る。地元では底なしの財

政負担、不当な格安賃貸

料について、大阪市を相

手にした住民訴訟に注

目が集まる。ギャンブル

後遺症に対する府民の

不安は根強く、「カジノ

はあかん」の声がやまな

い。 

読売 10月 7日社説は、

「大阪カジノ整備 万博

準備への悪影響は必至

だ」と問う。万博の開催

準備が遅れているのに、

その隣で大型工事を始

めるのは、さすがに無謀

であると。万博開催の本

気度も疑われる。 

万博・カジノという夢

洲開発は、当初から維新

が主導してきた。ここに

きて責任逃れをしてい

るが、維新と維新が牛耳

る大阪府・市の責任きわ

めて大きい。 

 

＊時数の関係で原稿

をすこし縮めています。 

 

 

        

 

 

 

(2023年 11月 1日) 


